
書式第12号（法第28条関係）

平成SO年度 事業報
圭
自

生
ロ

平成30年4月1日から31年3月31日まで

特定非営利活動法人日本プロジェクトマネジメント協会

1．事業の成果

本年度事業は、当初計画どおり、プログラム＆プロジェクトマネジメント (P2M)を中心にプ

ロジェクトマネジメント (PM)に関する調査研究、講習会及びシンポジウム等による教育活動、

更にはプロジェクトマネジメント資格試験並びに認定を行った。また、国内外でのP2Mの普及

活動を広く行い、併せて各専門分野別の各種委員会を設置して、来年度以降の事業の企画検討を

行った。

下記に協会事業に関してご報告致します。

2．事業の実施に関する事項

（1）特定非営利活動に係る事業

事業名 事業内容 実施
日時

実施
場所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人 数

事業費

の金額
(千円）

PM資格試

験・認定等

人材育成事

業

プロジェクトマ

ネジメント・ス

ペシャリストの

資格試験とその

認定を実施

プロジェクトマ

ネジメント・コ

ーディネータの

資格試験とその

認定を実施

プロジェクトマ

ネジャー・レジ

スタードの資格

試験とその認定

を実施

P2Mプログラム

知識習得講座を

1回2日間コース

にて実施

プロジェクトマ

ネジメント・コ

ーディネータ講

習会を1回4日間

コースにて実施

月
月
月

６
０
２
１

回
回
回

１
２
３

第
第
第

第1回～6回

5月～3月

第1回

11月

第1回

5月～6月

(平日2日間）

第2回

7月～8月

(週末2日間）
第3回

9月～10月

(平日2日間）

第4回

1月～2月

(平日2日間）

合計8日間

月
月
月
月
月

５
７
９
１
３
１

回
回
回
回
回

１
２
３
４
５

第
第
第
第
第

全国200カ所

CBT(Computer

BasedTbsting)方式

全国200カ所

CBT(Computer

BasedTbsting)方式

東京: ｲﾏｯｸｽ輔
布ﾙ会議他

東京: ｲﾏｯｸｽ鮒
杜I鵠鋤

東京: ｲﾏｯｸｽ鮒
it'I舗鋤

延べ10名

延べ10名

延べ8名

延べ8名

延べ20名

多くの業界業

種の中堅幹部

254名

多くの業界業

種の中堅幹部

及び候補生417

名

業界業種の中

堅幹部及び候

補生5名

多くの業界業

種の中堅幹部

10名

多くの業界業

種の中堅幹部

及び候補生61

名

2,643

1,863

268

639

2,237



（2）その他の事業
無し

事業名 事業内容 実施
日時

実施
場所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人 数

事業費

の金額
(千円）

プロジェクトマ

ネジメントの講

習会

個別企業、団体

でのP2Mの研修

活動の実施

4月～3月

35回

4社･団体等

へ延べ21回

実施

東京: ｲﾏｯｸｽ輔

航'絵謹仙

各企業・団体・大

学の研修会場、教

室

(東京・石川・長野

･大阪等）

延べ79名

延べ30名

多くの業界業種

の中堅幹部128

名

NECﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄパーﾄー

雌先舗報鍬学鰍学

海外産業人材育成協会

科学技術振興機栂

juwi自然電力

巌山市

パソナ･PBS

コア

合計155名

2,275

4,117

PMに関す

る普及・啓

蒙事業

講演会・研修会

の開催

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝ

ﾄｼﾝﾎﾟｼ．ウム2018

例会

ジャーナル発行

他

KPMASymposium

参加

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ＆プロク

・ラムﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄを中

心に国内外での

調査･研究

5月18日

10月13日

11月9日

12月8日

11月30日

2月6日

9月13日,14

日

4月～3月

12回

6月～3月

7回

月
月
４
８

11月

11月

通年

1回／月

大阪:大阪市立城東

区民ｾﾝﾀｰ

名古屋：ｳｲﾝｸあいち

広島:RCC文化セ

ﾝﾀー

福岡：電気ﾋﾞル

東京：きゅりあん

東京：きゅりあん

東京：ﾀﾜｰﾎｰﾙ船堀

東京: ｲﾏｯｸｽ鯛
、t・膿議

大阪：総合生涯学習

ｾﾝﾀｰ他

当協会

部
部
部

０
０
０

０
０
０

５
５
５

２
２
２

所
所
所

務
務
務

事
事
事

韓国/ｿｳﾙ

弊協会事務所

延べ55名

200名

各回5名

延べ95名

5名

1名

2名

多くの業界業種

の中堅幹部

計986名

多くの業界業種

の中堅幹部

計2,704名

多くの業界業種

の中堅幹部

東京：301名

大阪：195名

成果を広く当協

会の会員及び産

業界･学界へ公開

した。

成果を広く当協

会の会員及び産

業界･学界へ公開

した。

4,467

16,976

758

8,738

793



書式第13号（法第28条関係）

平成SO年度活動計算書

平成30年4月1日から平成31年3月31日現在

定非営利活動法人日本フロジェク 、ジメン 協会

(単位:円）

口
経常収益

1 受取会費

正会員会費収入

2事業収益

受験料収入

資格登録料収入

講習会・受講料収

その他収入

3その他収益

受取利息

雑収入

径常収益計

経常費用

1 事業費

(1)人件費

給料手当

役務提供料

委員手当

法定福利費

人件費計

(2)その他経費

講師謝金・旅

旅費･交通費

原稿料

印刷費

会議費

会場費

事務消耗品

備品費

通信運搬費

IT関係費

業務委託費

地代家賃

その他経費

その他経費計

事業費計

2管理費

(1)人件費

役員報酬

給料手当

法定福利費

人件費計

(2)その他経費

旅費･交通費

印刷費

会議費

事務消耗品
備品醤

/9h41

！

科 目 金 額

15,501, 100

15,444,000

5,275,349

16,882,034

51,038,678

1,319

11,400

15, 501, 100

88,640,061

12,719

22,388,787

3,929,400

303,000

812,827

27,434 014

10,270,465

4,287,351

223,680

5,399,311

4,606,474

4,024,452

1,706,818

774,023

879,064

2,247,641

7, 157,284

9,088,465

8,697,421

59 362 449

3,600,000

5,951,449

216,068

9,767,517



通信運搬費

IT関係費

地代家賃

その他経費

減価償却費

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

Ⅲ経常外収益

経常外収益計

Ⅳ経常外費用

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

14,955,789

101,752,252

2,401,628

0

0

2,401,628

８
８
２
８
６
７
１
６
０
６
４
４

？
９

２
７３

39868416



書式第15号（法第28条関係）

平成30年度 貸借対照表

平成31年3月31日現在

ン卜協会
■ ■ 勺宇 勺寺一

画 U n JF ■ ン丁 、ン

(単位:円）

科 目 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

未収金

前払金

流動資産合計

2 固定資産

(1)有形固定資産

2列書庫後部5連ｵｰﾌﾞﾝ

カードプリンタ

有形固定資産計

(2)投資その他の資産

運営資金

敷金

投資固定資産計

固定資産合計

資 産 合 計

Ⅱ負債の部

1 流動負債

未払金

前受金

預り金

流動負債合計

2 固定負債

固定負債合計

負 債 合 計

Ⅲ正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

15, 542,892

4,430

641

ウ

ウ

205

904

25,770

26,244

52,014

23,600,000

7,470,540

31,070,540

6,077,628

5,404,010

387, 501

37,466

2,401

ウ

ウ

788

628

20,615,001

31, 122,554

11,869. 139

0

39,868,416

51,737,555

11,869, 139

39,868,416

51,737,555



書式第16号（法第28条関係）

平成30年度 計算書類の注記
’

ll活動法人日本プロジェクトマネジメン

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年7月20日 2011年11月20日一部改正NPO法人会計基準協議

会）によっています。

1．

(1)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は、定率法で償却をしています。

(2)引当金の計上基準

・貸倒引当金：当該引当金はありません。

・賞与引当金：当該引当金はありません。

・退職給付引当金：当該引当金はありません。

(3)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2． 事業別損益の状況

(単位：円）

科目
試験・認定等

人材育成事業
普及･啓蒙
事業

事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益

1．正会員会費収入

2．受験料収入

3．資格登録料収入

4． 講習会･受識料収入

5． その他事業収入

6．その他収入

経常収益計

Ⅱ経常費用

(】）人件費

役員報酬

給料手当

役務提供料

委員手当

法定福利費

人件費計

(2)その他経費

蝋師謝金･旅費交通費

旅費･交通費

原稿料

印刷費

会議費

会場費

事務消耗品

備品費

通信運搬費

IT関係費

業務委託費

地代家賃

その他経費

減価償却費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

０
０
９
４
８
０

15,444,00

5,275,34

16,882,03

5，358，43

42,959,821

０
２
０
０
３

19,413,06

716,40

303,00

704，79

21, 137 255

7,717,989

1,323,616

0

834，937

549,717

0

1,479,962

671, 147

762,226

1,948,904

2,908,984

7,880,504

2,396, 149

0

28,474, 135

49.611.390

46,651,569

０
０
０
０
０
０

45,680,24

45,680,240

0

2,975,725

3？ 213

108

9

，

000

0

034

6,296,759

2, 552,476

2,963,735

223,680

4,564,374

4,056,757

4,024,452

226,856

102,876

116,838

298,737

4,248,300

1,207,961

6,301,272

0

30,888,314

37. 185,073

8,495, 167

0

15,444,000

5,275,349

16,882,034

51,038,678

0

88,640,061

0

22,388,787

3,929,400

303,000

812,827

27,434 014

10,270,465

4,287,351

223,680

5,399,311

4,606,474

4,024,452

1,706,818

774,023

879,064

2,247,641

7, 157,284

9,088,465

8,697,421

0

59,362,449

86.796.463

1,843,598

15, 501, 100

0

0

0

0

12,719

15,513,819

3,600,000

5,951,449

0

0

216,068

9,767, 517

0

277,271

0

14,062

69，499

0

453,711

205,753

233,675

597,474

0

2,415,921

890,397

30，509

5, 188,272

14.955.789

558,030

15, 501, 100

15,444,000

5,275,349

16,882,034

51,038,678

12,719

104, 153 880

3,600,000

28,340,236

3,929,400

303,000

1,028,895

37,201 531

10,270,465

4,564,622

223,680

5,413,373

4,675,973

4,024,452

2, 160,529

979,776

1, 112,739

2,845, 115

7, 157,284

11,504,386

9, 587,818

30,509

64,550 721

101.752｡252

2,401,628



3． 固定資産の増減内訳

(単位：円）

科目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

2列書庫後部5連ｵｰﾌﾞ》

カードプリンタ

投資その他の資産

運営資金

敷金

合計

290,730

270,000

560,730

０
０

0

０
０

0

290,730

270,000

560,730

△264,960

△243,756

4508,716

25,770

26,244

23,600,000

7,470, 540

31, 122, 554



書式第17号（法第28条関係）

平成S0年度 財産目録

平成31年3月31日現在

|｣活1， 去人日本フジェクトマ、ジメン 協会

(単位:円）

科 目 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

手元現金

銀行普通預金

未収金

未収研修会費他

前払金

通勤定期代他

流動資産合計

2 固定資産

(1)有形固定資産

2列書庫後部5連ｵｰﾌﾟﾝ

カードプリンタ

有形固定資産計

(2)投資その他の資産

運営資金

敷金

投資固定資産計

固定資産合計

資 産 合 計

Ⅱ負債の部

1 流動負債

未払金

役務提供料等

前受金

次年度年会費他

預り金

報酬料金源泉所得税他

流動負債合計

2 固定負債

固定負債合計

負 債 合 計

正 味 財 産

15,542,892

314,802

15,228,090

4,430,205

4,430,205

641,904

641,904

25，770

26，244

52,014

23,600,000

7,470,540

31,070,540

6,077,628

5,404,010

387, 501

20,615,001

31, 122,554

11,869, 139

0

51,737,555

11,869, 139

39,868,416



書式第18号（法第28条関係）

平成30年度年間役員名簿

平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

特定非営利活動法人日本プロジェクトマネジメント協会

役名 氏名 住所又は居所 就任期間
報酬を受けた

期 間

理 事 関 誠夫
30年4月1日

～31年3月31日
報酬無

理 事 光藤昭男
30年4月1日

～31年3月31日

30年4月1日

～31年3月31日

理 事 佐藤義男
30年4月1日

～31年3月31日
報酬無

理 事 芝尾芳昭
30年4月1日

～31年3月31日
報酬無

理 事 白井久美子
30年4月1日

～31年3月31日
報酬無

理 事 村瀬達哉
30年4月1日

～31年3月31日
報酬無

理 事 山根哲博
30年4月1日

～31年3月31日
報酬無

理 事 吉田直人
30年4月1日

～31年3月31日
報酬無

理 事 若杉賢治
30年4月1日

～31年3月31日
報酬

理 事 淺田孝幸
30年4月1日

～31年3月31日
報酬無

理 事 飯島 尚
30年6月21日

～31年3月31日
報酬無

理 事 飯島 雅
30年4月1日

～31年3月31日
報酬無

理 事 石川博子
30年4月1日

～31年3月31日
報酬無

理 事 石橋伸介
30年4月1日

～31年3月31日
報酬無

理 事 伊藤一義
30年4月1日

～31年3月31日
報酬無

理 事 岩下幸功
30年4月1日

～31年3月31日
報酬無

理 事 上田満治
30年4月1日

～31年3月31日
報酬無



0，

報酬を受けた

期 間
住所又は居所役名 氏名 就任期間

30年4月1日

～31年3月31日
内田淳二理 事 報酬無

30年4月1日

～31年3月31日
梅田富雄 報酬無理 事

30年4月1日

～31年3月31日
浦 広道理 事 報酬無

30年4月1日

～31年3月31日
枝窪 肇 報酬無理 事

30年4月1日

～31年3月31日
報酬無理 事 岡田江平

30年4月1日

～31年3月31日
小串記代 報酬無理 事

30年4月1日

～31年3月31日
理 事 笠原直樹 報酬無

30年4月1日

～31年3月31日
川勝良昭 報酬無理 事

30年4月1日

～30年6月21日
川腰浩文 報酬無理 事

30年4月1日

～31年3月31日
久保裕史 報酬無理 事

30年4月1日

～31年3月31日
報酬無倉持治彦理 事

30年4月1日

～31年3月31日
報酬無理 事 栗林 良

30年4月1日

～31年3月31日
向後忠明 報酬無理 事

30年4月1日

～31年3月31日
報酬無坂本圭司理 事

30年4月1日

～31年3月31日
清水基夫 報酬無理 事

30年4月1日

～31年3月31日
報酬無理 事 調麻佐志

30年4月1日

～31年3月31日
関口太郎 報酬無理 事

30年6月21日

～31年3月31日
報酬無常盤 努理 事

30年4月1日

～30年6月21日
報酬無高岡一敏理 事

30年4月1日

～30年6月21日
報酬無田原幸朗理 事



●

報酬を受けた

期 間
住所又は居所 就任期間氏名役名

30年4月1日

～31年3月31日
永久公一 報酬無理 事

30年4月1日

～31年3月31日
中村文彦 報酬無理 事

30年4月1日

～31年3月31日
報酬無西尾和則理 事

30年4月1日

～31年3月31日
早川喜彦 報酬無理 事

30年4月1日

～31年3月31日
林健太郎 報酬無理 事

30年4月1日

～31年3月31日
林 英明 報酬無理 事

30年4月1日

～31年3月31日
報酬無理 事 樋口高弘

30年4月1日

～31年3月31日
報酬無理 事 深谷靖純

30年4月1日

～31年3月31日
古園 豊 報酬無理 事

30年4月1日

～31年3月31日
報酬無堀江理夫理 事

30年4月1日

～31年3月31日
報酬無前田 修理 事

30年6月21日

～31年3月31日
報酬無益田信久理 事

30年4月1日

～31年3月31日
報酬無松林正博理 事

30年4月1日

～31年3月31日
報酬無丸亀秀弥理 事

30年4月1日

～31年3月31日
報酬無三浦 進理 事

30年4月1日

～30年6月21日
報酬無村田敏哉理 事

30年4月1日

～31年3月31日
報酬無山崎正敏理 事

30年4月1日

～31年3月31日
報酬無吉田邦夫理 事

30年4月1日

～31年3月31日
報酬無米澤徹也理 事

30年4月1日

～31年3月31日
報酬無渡部寿春理 事





書式第19号（法第28条関係）

社員のうち10人以上の者の名簿

平成31年3月31日現在

特定非営利活動法人日本プロジェクトマネジメント協会

氏 名 住所又は居所

1 関誠夫

2 光藤昭男

3
日本ユニシス株式会社

代表取締役社長平岡昭良

4
富士通株式会社

代表取締役社長田中達也

5
一般財団法人エンジニアリング協会

理事長大下 元

6 淺田孝幸

7 梅田富雄

8
東洋エンジニアリング株式会社

取締役社長永松治夫

9
鹿島建設株式会社

代表取締役社長押味至一

10 清水基夫

11
株式会社日立製作所

執行役社長兼CEO東原敏昭

12
株式会社日本貿易保険

代表取締役社長板東一彦

13
日揮株式会社

代表取締役社長石塚忠

14
SCSK株式会社

代表取締役社長谷原徹

15
株式会社竹中工務店

取締役社長佐々木正人




